
 

第１回旭市公共施設等総合管理計画策定市民委員会次第 

 

日時：平成２７年１０月２日(金) 

   午後２時から 

場所：旭市役所 ３階 委員会室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 委嘱書の交付 

 

３ 市長あいさつ 

 

４ 委員の紹介 

 

５ 委員長・副委員長の選出 

 

６ 旭市公共施設等総合管理計画策定市民委員会の概要等について 

 

７ 議題 

(1) 旭市公共施設白書について 

(2) 公共施設等総合管理計画について 

(3) 策定スケジュールについて 

 

８ その他 

 

９ 閉 会 

 



任期：平成27年10月2日～平成28年9月30日
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備　　　考

旭市公共施設等総合管理計画策定市民委員会　委員名簿

資料１



 

資料２ 

旭市公共施設等総合管理計画策定市民委員会設置要綱 

平成２６年７月２２日 

旭市告示第１１９号 

 （設置） 

第１条 公共施設等総合管理計画の策定にあたり、幅広い見地から意見を求める

ため、旭市公共施設等総合管理計画策定市民委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、公共施設等総合管理計画の策定に関し、必要な事項を検討し、

提言を行うものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、市政について優れた見識を有する者、その他の市長が認める者のう

ちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、公共施設等総合管理計画の策定までとする。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 委員会は、必要に応じて委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、行政改革推進課において処理する。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、公示の日から施行する。 

   附 則（平成２７年７月２８日告示第１５１号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

 



公共施設等総合管理計画について

平成27年10月2日

第1回 策定市民委員会資料

資料３

１．策定の背景

【背景】

� 公共施設の老朽化対策

（今後10年から20年以内に一斉に建替えや大規模修繕等の更新を迎える可能性）

� 利用需要の変化

（少子高齢化、人口減少、民間代替施設の増加）

� 財政負担

（地方税の減少、扶助費の増大等による普通建設事業費の縮減）

【総合的かつ計画的な管理の必要性】

早急に公共施設等の全体の状況を把握し、

長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを

計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、

公共施設等の最適な配置を実現する必要がある。



２．公共施設等総合管理計画の策定要請

① 平成26 年4 月22 日に総務省より地方公共団体に

対して、 公共施設等の総合的かつ計画的な管理

を推進するため、公共施設等総合管理計画の策

定要請があった。

② 計画に基づく公共施設等の除却について、

地方債の特例措置を創設（地方財政法改正）

③ 計画策定に要する経費について、平成26年度から

の3年間にわたり特別交付税措置（措置率1/2）

３．公共施設等総合管理計画の概要

① 前提条件

– 公共施設等全体を対象とした計画とする。→旭中央病院を除く全て

– 10年以上の計画期間とする。→本市では概ね20年先(平成48年度)

② 現状や課題を客観的に把握・分析

– 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況

– 総人口や年代別人口についての今後の見通し

– 公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費やこれらの経費に

充当可能な財源の見込み

③ 計画内容

– 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

– 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

④ 実効化への手当

– 現状や課題に関する基本認識を記載する（数量等の適正規模）。

– 公共施設等の全体を対象とした数値目標を定める。

– 全庁的な取組体制及び情報共有方策を定める。



４．旭市公共施設等総合管理計画の位置づけ

（①国との役割分担）

●旭市公共施設等総合管理計画の位置づけ

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平成25 年

6 月14 日閣議決定）における「インフラの老朽化が急速に進展する中、「新しく造るこ

と」から「賢く使うこと」への重点化が課題である。」との認識のもと、平成25 年11 月に

は、「インフラ長寿命化基本計画」が策定されたところである。

インフラ長寿命化基本計画

に基づいた行動計画の地方

版が「公共施設等総合管理

計画」となる。

総務省

作成図

旭市国土強靱化地域計画

４．旭市公共施設等総合管理計画の位置づけ

（②既存計画類との関係）

個別計画（指定管理等の推進、施設の再配置計画、長寿命化計画、保全計画等）

旭市公共施設等総合管理計画旭市公共施設等総合管理計画旭市公共施設等総合管理計画旭市公共施設等総合管理計画

都市計画マスタープラン

旭市行政改革アクションプラン

既存の施設計画類

即する 即する

踏まえる

●旭市公共施設等総合管理計画の位置づけ

�旭市総合計画に即して作成します。

�旭市行政改革アクションプラン等の各種計画や行政資料を踏まえて作成します。

�公共施設等総合管理計画に即して、公共施設やインフラ施設の個別計画を行います。

�国土強靭化地域計画と相互に連携して整合性を持ちながら進めます。

（旭市公共施設白書）

即する

旭市総合計画（基本構想・後期基本計画 平成24年度～平成28年度） .

連携・整合



５．計画策定の組織

●公共施設等総合管理計画策定に関わる体制

① 公共施設等管理統括会議【市長・副市長・教育長及び関係課長(23課)】

� 総合管理計画の策定・総合管理計画の適正な推進・公共施設等管理に係る重要事項等に関すること

② 公共施設等総合管理計画策定市民委員会【市民代表及び学識経験者等：14名】

� 総合管理計画の策定にあたって提言

③ 行政改革推進課【計画策定の主管課】

� 事務局として連絡調整・計画案の作成

④ アジア航測株式会社【計画策定支援業者】

� 調査・分析作業・資料作成・各種支援業務

旭市公共施設等管理統括会議

旭市公共施設等総合管理計画

策定市民委員会

行政改革推進課

アジア航測株式会社

提言提言提言提言

資料提示資料提示資料提示資料提示資料提示資料提示資料提示資料提示

６．策定までのスケジュール

10月 11月 12月

H28

1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

策定

市民委員会

○

会

議

開

催

○

会

議

開

催

○

会

議

開

催

管理統括会

議

○

会

議

開

催

○

会

議

開

催

○

会

議

開

催

行政改革推

進課

アジア航測株

式会社

調査・分析 計画たたき台

計画素案

モデルプラン

たたき台意見の組入

計画案

意見の組入

計画策定



 

資料４ 

公共施設等総合管理計画の記載概要 

 

第１ 公共施設等の現況及び将来の見通し 

(1) 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況 

(2) 総人口や年代別人口についての今後の見通し 

(3) 公共施設等の維持管理･修繕･更新等に係る中長期的な経費の見込みやこれらの

経費に充当可能な財源の見込等 

第２ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

(1) 計画期間 

(2) 全庁的な取組体制の構築および情報管理･共有方策 

(3) 現状や課題に関する基本認識 

(4) 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 点検・診断等の実施方針 

② 維持管理･修繕･更新等の実施方針 

③ 安全確保の実施方針 

④ 耐震化の実施方針 

⑤ 長寿命化の実施方針 

⑥ 統合や廃止の推進方針 

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

(5) フォローアップの実施方針 

第３ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

第４ その他全般に係る事項 


